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 健康づくり計画（Ｈ２１～Ｈ２３）評価、課題及び今後の方向性について                     

保健福祉部健康推進課(平成23年10月作成) 

№ 
施策・事業名 

(ライフステージ別) 
計画の概要 平成 23 年度までの取り組み 評価、課題及び今後の方向性 

１ 妊産婦期 ① 健やかな妊娠・出産

に向けた支援の充実 

●母子健康手帳の交付、父子健康手帳の交付、妊

婦健診料の公費助成、マタニティマークキーホル

ダーの配付（すべて同時交付） 

H21 年度388 人 

H22 年度342 人 

H23 年度400 人(見込み) 

平成21年度より妊婦一般健康診査受診票の

利用回数を「5 回」から「14 回」に拡大、超

音波検査票発行の対象者を「35 歳以上の方に

1 回」から「年齢制限なく6 回」と拡大した。 

 

●公共施設障害者用駐車スペースに妊婦者も共  

用 

 市役所、芸術文化ホール、夢プラザ等の公共施

設に設置 

妊婦健診助成の拡大により、妊娠早期の届出が

増加し、妊婦健診の適切な受診と費用負担軽減に

つながっている。 

 

（妊婦が適切な時期に妊婦健診を受診し妊娠中の

健康を管理するため、今後も引き続き実施する。） 

② 妊婦や家族の学習機

会の充実 

●マタニティスクール 

 H21 年度42 人 

 H22 年度42 人 

 H23 年度50 人(見込み) 

●マタニティスクール両親コース（H21 年度よ

り実施回数をそれまでの年 3 回から年 4 回に拡

大） 

 H21 年度31 組 

 H22 年度33 組 

 H23 年度45 組(見込み) 

●パンフレット配布、サービス情報の提供 

 母子健康手帳交付数と同数 

 

妊娠中の生活、出産や育児に関する知識の啓蒙

を図ることができた。 

 

（近年、生活習慣病に対する早期対策として妊娠

期からの食生活の見直しや乳幼児期からの食育が

重要となっていることから、栄養講座の内容を充

実させて実施する。） 

資料５ 
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№ 
施策・事業名 

(ライフステージ別) 
計画の概要 平成 23 年度までの取り組み 評価、課題及び今後の方向性 

  ③ 妊産婦の不安軽減や

ハイリスクの方の支

援 

●来所・電話相談（随時実施） 

 H21 年度35 件 

 H22 年度46 件 

 H23 年度50 件（見込み） 

●家庭訪問指導（産後の赤ちゃん訪問時、産後う

つ病のアンケート実施） 

 H21 年度384 件 

 H22 年度328 件 

 H23 年度400 件（見込み） 

●母子保健推進員による家庭訪問 

 H21 年度 実 239 件/延420 件 

 H22 年度 実 227 件/延392 件 

 H23 年度 実 230 件/延420 件（見込み） 

●全妊婦を対象としたアンケートと保健師によ

る面接（又は電話による様子確認）を H22 年

12 月より試行的に、H23 年度より正式に実施。 

 

 

各事業の実施により、妊産婦の不安軽減とハイ

リスク者への支援を行なうことができた。 

 

（妊産婦の不安軽減、ハイリスク者把握と早期か

らの支援のため、今後も引き続き実施する。） 

④ 妊婦の仲間作りの場

の提供 

●マタニティスクール（年5 コース実施） 

 H21 年度42 人 

 H22 年度42 人 

 H23 年度50 人（見込み） 

●自主活動支援（マタニティスクールクラス会自

主開催のうち 1 年間について市が会場確保の支

援） 

 H21 年度37 回 

 H22 年度42 回 

 H23 年度45 回（見込み） 

 

 

 

マタニティスクールでは、参加者同士が交流す

ることにより妊娠中の不安解消等につながってい

る（出産後も交流が続き、乳幼児を持つ母の交流

の機会提供にもつながっている）。なお、地域子育

て支援センターでも妊婦対象の事業を行なってお

り、市が提供する妊婦の仲間作りの機会が増えて

いる。 

 

（妊婦同士が交流することにより妊娠中・出産後

の不安を軽減できるよう、今後も継続して実施す

る。） 
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№ 
施策・事業名 

(ライフステージ別) 
計画の概要 平成 23 年度までの取り組み 評価、課題及び今後の方向性 

2 乳幼児期 ① 安心した育児のため

の相談や支援の充実 

●保健師の赤ちゃん訪問（全戸。必要時、栄養士

訪問。） 

 H21 年度384 件 

 H22 年度330 件 

 H23 年度400 件（見込み） 

●母子保健推進員の乳児訪問 

 H21 年度 実 291 件/延463 件 

 H22 年度 実 279 件/延474 件 

 H23 年度 実 280 件/延480 件（見込み） 

●育児相談（健康推進課への電話・来所による乳

幼児に関する相談） 

 H21 年度 55 件 

 H22 年度401 件 

 H23 年度400 件（見込み） 

●一時保育などの保育園機能の充実 

 市内 3園で実施 

 H23 年度5 月より休日保育開始 

●地域子育て支援センターの充実 

 市内３ヶ所 

 

 

 

近年の核家族化等により育児について不安を持

つ保護者が増え、相談支援の必要性がますます高

まっている。各事業の実施により、子育てが始ま

って間もない保護者の疑問や不安にきめ細かく対

応することができた。 

一時保育を実施する保育園数の増加や休日保育

の開始などにより、利用者の利便性が高まった。

また、地域子育て支援センターは保護者が安心し

て育児をするための相談やリフレッシュの場とな

っている。 

 

（保護者が安心して育児を行なえるよう、今後も

継続して実施する。） 

② 育児の学習や交流機

会の提供 

●育児交流会 

 H21 年度 実 88 組/延 181組 

 H22 年度 実 79 組/延 136組 

 H23 年度 実 80 組/延 150組（見込み） 

●ふたご・みつごの育児交流会 

 H21 年度 ５回 延 32 組 

 H22 年度 ５回 延 16 組 

 H23 年度 4 回 延15 組（見込み） 

 

各事業の実施に加え常設の地域子育て支援セン

ター新設により、学習や交流の機会の充実が図ら

れた。 

 

（保護者が育児について学習したり、悩みを相

談しあえる交流の場を確保するため、今後も継続

して実施する。） 
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№ 
施策・事業名 

(ライフステージ別) 
計画の概要 平成 23 年度までの取り組み 評価、課題及び今後の方向性 

  ② 育児の学習や交流機

会の提供 

（続き） 

●育児交流会 

 H21 年度 実 88 組/延 181組 

 H22 年度 実 79 組/延 136組 

 H23 年度 実 80 組/延 150組（見込み） 

●ふたご・みつごの育児交流会 

 H21 年度 ５回 延 32 組 

 H22 年度 ５回 延 16 組 

 H23 年度 4 回 延15 組（見込み） 

●子育て支援事業 

 市内保育園で実施 

●乳児・１歳６か月児・３歳児健診での情報リー

フレット配付 

●育児サークル紹介（一覧を作成し、乳児健診時

や母子保健推進員から配付） 

●マタニティスクールクラス会（市主催分） 

 H21 年度 ５回 35 組 

 H22 年度 ４回 34 組 

 H23 年度 5 回 35 組（見込み） 

●育児サークル・自主活動支援（再掲；マタニテ

ィスクールクラス会自主開催のうち 1 年間につ

いて市が会場確保） 

 H21 年度37 回 

 H22 年度42 回 

 H23 年度45 回（見込み） 
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№ 
施策・事業名 

(ライフステージ別) 
計画の概要 平成 23 年度までの取り組み 評価、課題及び今後の方向性 

  ③ 病気の早期発見や予

防の事業を利用しや

すい体制で実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●乳児健診（年 36 回実施） 

 H21 年度 実 421 人/延1182 人 

 H22 年度 実 388 人/延1140 人 

 H23 年度 実 400 人/延1200 人（見込み） 

●１歳６か月児健診（年 12 回実施。H22 年度

より４回を大曲会場で実施。） 

 H21 年度 372人 

 H22 年度 383人 

 H23 年度 375人（見込み） 

●３歳児健診（年12 回実施。 H22 年度より４

回を大曲会場で実施。） 

 H21 年度428 人 

 H22 年度425 人 

 H23 年度436 人（見込み） 

●予防接種 

 赤ちゃん訪問にて受け方について説明 

●フッ化物塗布（H22 大曲会場の実施時間拡大） 

 H21 年度 実 419 人/延618 人 

 H22 年度 実 292 人/延445 人 

 H23 年度 実 300 人/延450 人（見込み） 

●あそび教室（１歳６か月健診事後教室、年 24

回実施） 

 H21 年度 実 24 人/延 179人 

 H22 年度 実 28 人/延 185人 

 H23 年度 実 30 人/延 190人（見込み） 

●相談 

 こども発達支援センター療育相談総相談件数 

  H21 年度 238人 

  H22 年度 320人 

  H23 年度 390人（見込み） 

１歳６か月児健診・３歳児健診の実施会場拡大

により、大曲・西部地区の方が同健診を利用しや

すくなった。 

フッ化物塗布は、大曲会場の実施時間拡大など

利用しやすい体制に取り組んでいるが、全体の利

用者数が減少していることが課題である。 

「5 歳までの発達」リーフレット配付について

は、リーフレット配付後の相談体制の整備が不可

欠であることから、関係機関と連携しながら検討

することが必要である。 

 

（病気の早期発見と予防のため、実施体制を検討

しながら各事業を引き続き実施する。「５歳までの

発達」リーフレット配付については、関係機関と

の協議を継続する。） 
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№ 
施策・事業名 

(ライフステージ別) 
計画の概要 平成 23 年度までの取り組み 評価、課題及び今後の方向性 

  ③ 病気の早期発見や予

防の事業を利用しや

すい体制で実施。 

（続き） 

●胆道閉鎖証検査用紙配付 

 母子健康手帳交付時に配付 

●「５歳までの発達」リーフレット配付 

 検討中 

 

 

 

④ 子育ての知識普及や

地域の情報提供の強

化 

●パンフレット・リーフレット作成と配付、情報

誌の作成・ホームページ活用、母子保健推進員か

らの情報提供 

  育児支援サークル、各種相談事業、子育て支

援事業等の情報について、乳幼児健診、市役所

窓口、母子保健推進員訪問時等にパンフレッ

ト・リーフレットの配付、市ホームページに同

様の内容について掲載、児童家庭課で「子育て

ガイド」を作成し希望者に配付、等により地域

の子育てに関する情報提供を強化した。 

●地域子育て支援センター活動内容の充実 

  子育て講座等を開催し、育児に関する知識普

及を行なった。 

 

保護者が適切な知識や情報を得て育児ができる

よう、育児に関する知識普及を行うことができた。 

 

（今後も、各媒体を利用し子育てに関する知識や

地域の情報について発信することにより、保護者

が適切な知識や情報を得て、育児ができるように

する。） 

⑤ 育児支援のため、関

係機関との連携 

●児童家庭課・保育園・こども発達支援センタ

ー・社会教育・保健所などとの連携 

●子ども虐待予防ケアマネジメントシステム 

スクリーニング（虐待要因チェック）実施 

 H21 年度384 件 

 H22 年度328 件 

 H23 年度400 件（見込み） 

 ケース検討 

 H21 年度31 回 

 H22 年度30 回 

 H23 年度35 回（見込み） 

各関係機関と連携しながら育児支援を実施する

ことができた。今後も関係機関との連携が不可欠

である。 

 

（引き続き実施する。） 
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№ 
施策・事業名 

(ライフステージ別) 
計画の概要 平成 23 年度までの取り組み 評価、課題及び今後の方向性 

  ⑤ 育児支援のため、関

係機関との連携 

 （続き） 

 子育て検討会 

 H21 年度12 回 

 H22 年度12 回 

H23 年度12回（見込み） 

●関係機関との連携による支援、訪問及び相談、

地域療育推進協議会 

 

⑥ 訓練や相談の機関と

の連携を図りなが

ら、個々の支援の強

化検討 

●こども発達支援センターによる療育 

年間延べ契約者数 

 H21 年度81 人 

 H22 年度92 人 

 H23 年度100 人（見込み） 

●保育園の障がい児保育 

 H21 年度 ６園9 人 

 H22 年度 6園 13 人 

 H23 年度 5園 11 人（見込み） 

適切に訓練や相談が実施されるよう、関係機関

と連携しながら個別支援を実施することができ

た。 

 

（今後も関係機関との連携が不可欠であることか

ら、引き続き実施する。） 

3 学童・青年期 

 

 

① タバコの害に関する

知識普及を図る 

 

●正しい知識の啓蒙（健康情報誌や広報など） 思春期の子ども達に対し、命や健康の大切さを

理解してもらう機会を提供することができたが実

施数が少ないことが課題である。より多くの機会

を提供するため、学校保健との連携をすすめる必

要がある。 

 

（出前講座等を実施するとともに、当市における

学童・青年期の状況把握などを行い、学校保健と

連携しながら新たな健康教育の実施について検討

する。） 

 

 

 

 

 

 

② 性に関する正しい知

識普及を図る 

 

●相談窓口の紹介 

③ 学校保健など関係機

関と連携して子ども

達へ伝える場を作る 

●出前講座の実施 

 H21 年度2 件 

 H22 年度2 件 

 H23 年度1 件（見込み） 
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№ 
施策・事業名 

(ライフステージ別) 
計画の概要 平成 23 年度までの取り組み 評価、課題及び今後の方向性 

４ 成人期 ① 生活習慣病について

学習でき、予防法を

身につける機会を作

る 

●糖尿病予防教室（年 3 コース実施） 

 H21 年度 実 25 人/延 149人 

 H22 年度 実 48 人/延 196人 

 H23 年度 実 50 人/延 200人（見込み） 

●健康教室（年 3回実施） 

 H21 年度42 人 

 H22 年度50 人 

 H23 年度60 人（見込み） 

●講演会・シンポジウム 

 H21 年度 6回 202 人 

 H22 年度 4回 152 人 

 H23 年度 3回 150 人（見込み） 

（シンポジウムの実施はなし） 

●出前健康講座 

 H21 年度 10 回228 人 

 H22 年度 12 回327 人 

 H23 年度 12 回300 人（見込み） 

●健康情報展 

 H21 年度500 人 

 H22 年度700 人 

 H23 年度800 人 

●元気フェスティバル（生活習慣病予防関連箇

所） 

 H21 年度494 人 

 H22 年度787 人 

 H23 年度749 人 

 

 

 

 

 

実施内容や方法について検討・改善しながら実

施し、生活習慣病予防について知識の啓蒙と意識

付けをすることができた。 

 

（生活習慣病は、若い世代からの取り組みが望ま

しいため、40～50歳代の方が参加しやすい方法

を検討し実施する。） 
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№ 
施策・事業名 

(ライフステージ別) 
計画の概要 平成 23 年度までの取り組み 評価、課題及び今後の方向性 

 

 

 

 

② 国民健康保険加入者

の方の特定健康診

査、特定保健指導を

目標を持って取り組

む 

●特定健診 

 Ｈ21 年度2880人 

 Ｈ22 年度3160人 

 Ｈ23 年度 － 

●特定保健指導 

Ｈ21年度147 人 

 Ｈ22 年度182 人 

 Ｈ23 年度 － 

 

特定健康診査受診率は徐々に伸びてきている

が、目標受診率に達していない。そのため、今後

未受診者対策の強化などを進める必要がある。 

一方、特定保健指導実施率は年々伸びてきてお

り、目標実施率を超える状況となっている。 

 

（対象者への周知方法等を検討しながら、引き続

き実施する。） 

③ 特定保健指導対象外

の方の健診事後相談

に対応する 

●成人健康相談 

 H21 年度 実 49 人/延 51 人 

 H22 年度 実 82 人/延 92 人 

 H23 年度 実 100 人/延115 人（見込み） 

相談実施数が年々増加しており、利用者には生

活習慣を見直してもらうきっかけづくりをするこ

とができた。 

 

（健康障害、生活習慣病重症化の予防のため引き

続き実施する。） 

④ 30 歳代の方の健康

づくりに取り組む 

●30歳代健診 

 H21 年度46 人 

 H22 年度33 人 

 H23 年度50 人（見込み） 

●同健診事後指導 

 H21 年度1 人 

 H22 年度0 人 

 H23 年度2 人（見込み） 

 

受診者が少ない結果となっているが、健康や病

気への意識が低いことが原因として考えられるの

で、若年層への積極的なＰＲに努めていかなけれ

ばならない。 

 

（生活習慣病は若い世代からの予防が望ましいた

め、対象者への周知方法等を検討しながら、引き

続き実施する。） 

⑤ 就労中の年代が実行

しやすい運動や食事

の摂り方について情

報提供する 

●ウォーキングマップ作成と活用 

 H21 年度3000 部市民と協働で作成 

●総合体育館事業などとの連携による運動普及

事業の検討、食事バランスガイドの普及、エクサ

サイズガイドの普及 

 

 

“歩く”ことを通して、運動習慣のきっかけづ

くりができた。 

 

（より活用しやすい内容にするため、H24 年度に

改訂版を市民と協働で作成する。） 
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№ 
施策・事業名 

(ライフステージ別) 
計画の概要 平成 23 年度までの取り組み 評価、課題及び今後の方向性 

 

 

 

 

⑥ がんの予防と早期発

見のため健診を実施

する。あわせて検診

を受けやすい体制作

りに努める。 

●各種がん検診 

 Ｈ21 年度8790人 

 （乳がん・子宮がん節目検診実施） 

 Ｈ22 年度8315人 

 （乳がん・子宮がん節目検診実施） 

 Ｈ23 年度10778 人（見込み） 

 （乳がん・子宮がん・大腸がん節目検診実施） 

●特定健診との合同実施 

 北海道対がん協会の集団検診及び送迎バス検

診における同時受診を実施 

がんの早期発見・早期治療のため検診を実施し

た。また、同時受診の実施により受診機会の拡大

を図った。 

 

（引き続き実施する。） 

⑦ 予防や早期発見のた

めに感染症や骨粗し

ょう症の検診を行な

う 

●感染症 

 肝炎ウイルス検診 

  H21 年度 15 人 

  H22 年度 21 人 

  H23 年度 1827 人(見込み) 

 結核検診（肺がん検診の内数） 

  H21 年度 422人 

  H22 年度 554人 

  H23 年度 570人(見込み) 

 エキノコックス検診 

  H21 年度 31 人 

  H22 年度 177人 

  H23 年度 200人(見込み) 

●その他 

 骨粗しょう症検診 

   H21 年度 226人 

  H22 年度 261人 

 H23 年度200 人（見込み） 

 

 

（引き続き実施する。Ｈ23 年度は肝炎ウイルス

検査の節目検診を実施する。） 
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№ 
施策・事業名 

(ライフステージ別) 
計画の概要 平成 23 年度までの取り組み 評価、課題及び今後の方向性 

  ⑧ 市民が実践する健康

づくりを支援する。 

●健康づくり推進員養成、継続研修実施、活動支

援 

 健康づくり推進員養成数 

 H21 年度15 名 

 H22 年度13 名 

 H23 年度15 名（見込み） 

●健康サークルの結成支援・活動応援、健康管理

プログラムによる体力づくりへの助言（総合体育

館、体育協会）、民間健康増進施設・プール・フ

ィットネスクラブなどの紹介 

健康づくり推進員を通して、健康に関する情報

や市の事業を市民に周知することができた。 

 

（今後も、引き続き市民が健康づくりを実践でき

るよう取り組んでいく。） 

⑨ ライフステージに対

応したスポーツ、レ

クリェーション事業

を開催し、市民の健

康・体力づくり活動

の機会を提供する

（高齢期にも共通） 

●花・水・木ウォーク（体育協会で単年度実施） 

 H22 年度157 人 

●きたひろしまエルフィンロードハーフマラソン 

H21 年度1580人 

H22 年度1828人 

H23 年度1328人 

●元気フェスティバル 

 H21 年度2400 人 

 H22 年度3500 人 

 H23 年度3400 人 

●30キロ歩ける会 

 H21 年度99 人 

 H22 年度98 人 

 H23 年度110 人 

●歩くスキーの集い 

 H21 年度52 人（市実施） 

 H22 年度84 人（体育協会実施） 

 H23 年度100 人（見込み。体育協会実施。） 

 

 

 

 

各事業実施により、多くの市民に健康・体力づ

くり活動の機会を提供することができた。 

 

（単年度実施の「花・水・木ウォークを除き、引

き続き実施する。） 
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№ 
施策・事業名 

(ライフステージ別) 
計画の概要 平成 23 年度までの取り組み 評価、課題及び今後の方向性 

  ⑩ 障がいや病気に関す

る正しい知識普及や

情報の提供、学習の

機会の充実 

●健康情報 

  H23年度広報8/1号に脳卒中のサインにつ

いて掲載。 

●健康ネットワーク（広報掲載）、福祉パネル展

（市内 4 箇所で実施）、パンフレットなどの活用

（出前講座等で随時） 

●こころの健康講座 

 H21 年度19 人 

 H22 年度96 人 

 H23 年度300 人（見込み） 

各媒体利用と事業実施により、障がいや病気に

関する知識の普及を図ることができた。 

 

（引き続き実施する。なお、自殺予防対策として、

H23 年度「こころの健康講座」は、地域活性化交

付金を受けて著名な講師を迎え、実施する。） 

⑪ 障がいや病気を早期

に気軽に相談し、安

心して療養が続けら

れる支援体制を強化

する 

●相談指導（福祉課保健師による来所・電話・家

庭訪問等による直接的相談支援） 

 H21 年度 実 190 件/延1017 件 

 H22 年度 実 271 件/延1548 件 

 H23 年度 実 300 件/延1600 件（見込み） 

●千歳保健所主催こころの健康相談 

 H21 年度3 人 

 H22 年度7 人 

 H23 年度6 人（見込み） 

●障害者生活支援センターみらい 

 年間相談件数 

 H21 年度7159 件 

 H22 年度7108 件 

 H23 年度6504 件（見込み） 

相談機関の連携 

 

 

 

 

 

 

相談件数の増加に伴い、複雑困難事例が増加し、

相談内容や求められる支援も幅広くなっている。 

 

（支援関係者全体のスキルアップと情報共有の必

要があることから、各関係機関の役割を明確にし

ながら連携を図り、引き続き実施する。） 
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№ 
施策・事業名 

(ライフステージ別) 
計画の概要 平成 23 年度までの取り組み 評価、課題及び今後の方向性 

5 高齢期 

※実績を追加しまし

た。 

① 認知症や閉じこもり

について学習できる

機会をつくる 

●健康増進講演会 

 H21 年度 2回 167 人 

 H22 年度 2回 148 人 

 H23 年度 ２回200 人（見込み） 

●地域福祉シンポジウム 

 H21 年度150 人 

 H22 年度184 人 

 H23 年度61 人 

(H23 は地域ケア会議全大会へ統合して開催) 

●高齢者出前健康講座 

 H21 年度 27 回511 人 

 H22 年度 25 回433 人 

 H23 年度 30 回600 人(見込み) 

●脳の健康教室（学習サポーターを養成し配置） 

 H21 年度 実 21 人/延 318人 

 H22 年度 実 20 人/延 334人 

 H23 年度 実 65 人/延 680人（見込み） 

脳の健康教室では、脳が活性化する勉強法を、

地域福祉シンポジウム等では、地域の身近なサロ

ンを紹介しながら人とのつながりを持つことの大

切さや閉じこもり予防について啓発することがで

きた。 

 

（テーマを設定し、引き続き実施する。） 

② 転倒予防の取り組み ●健康運動教室・水中運動教室 

 H21 年度 実 32 人/延 370人 

 H22 年度 実 57 人/延 510人 

 H23 年度 実 15 人/延 315人（見込み） 

  外部委託し、開催会場数・参加受入数を増や

して実施した。 

要介護状態の要因となる転倒・骨折を予防する

必要性を啓発することができた。 

 

（転ばない体作りのため、今後も継続して実施す

る。） 

③ 食事や運動について

学ぶ機会をつくる 

●生活講座 

 H21 年度 実 14 人/延 56 人 

 H22 年度 実 13 人/延 60 人 

 H23 年度 実 15 人/延 63 人 

●栄養教室（食と歯の健康講座） 

 H21 年度 実 19 人/延 27 人 

 H22 年度～ 健康運動教室へ統合 

H22 年度からは総合的な介護予防として、健

康運動教室に統合した中で実施している。 

教室内容を考えながら実施してきたが、参加数

が伸びなかった。 

 

（多くの市民に参加してもらえるよう実施方法や

内容等を検討しながら、食習慣を振り返る機会と

して引き続き実施する。） 
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№ 
施策・事業名 

(ライフステージ別) 
計画の概要 平成 23 年度までの取り組み 評価、課題及び今後の方向性 

  ④ 口腔機能の維持を図

る 
●歯科衛生士による「健口体操」の普及、出前健

康講座などで実施 

 Ｈ21 年度 出前講座より再掲 5 回60 人 

ふれあい温泉事業4 回98 人 

 Ｈ22 年度 出前講座より再掲 2 回50 人 

       ふれあい温泉事業 3回 59 人 

       健康運動教室実 46 人 

 Ｈ23 年度 出前講座 2 回50 人 

 （見込み） ふれあい温泉事業4 回 100 人 

       健康運動教室実 66 人 

 

 

 

Ｈ22 年度からは運動教室の中で歯科講座を実

施し、啓発機会を広げることができた。 

 

（高齢者の口腔機能の維持は、健康の維持・増進

や感染予防のために必要であることから、引き続

き実施する。） 

⑤ 予防や早期発見のた

めの健診実施 
●特定健診 

 Ｈ21 年度2880人 

 Ｈ22 年度3160人 

 Ｈ23 年度 － 

●各種がん検診 

 Ｈ21 年度8790人 

 （乳がん・子宮がん節目検診実施） 

 Ｈ22 年度8315人 

 （乳がん・子宮がん節目検診実施） 

 Ｈ23 年度10778 人（見込み） 

 （乳がん・子宮がん・大腸がん節目検診実施） 

 

 

 

各健(検)診等実施により、生活習慣病等の早期

発見と予防への意識づけを行なうことができた。 

 

（引き続き実施する。） 
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№ 
施策・事業名 

(ライフステージ別) 
計画の概要 平成 23 年度までの取り組み 評価、課題及び今後の方向性 

  

⑤ 予防や早期発見のた

めの健診実施 

（続き） 

●結核検診（肺がん検診の内数） 

 H21 年度422 人 

 H22 年度554 人 

 H23 年度570 人(見込み) 

●骨粗しょう症検診 

H21 年度226 人 

 H22 年度261 人 

 H23 年度200 人（見込み） 

●後期高齢者健診 

 Ｈ21 年度345 人 

 Ｈ22 年度366 人 

 Ｈ23 年度555 人（見込み） 

 

⑥ 高齢者の自立や健康

維持、高齢者を支え

る家族や地域の相談

が気軽に行なえる場

をつくる 

●市保健師（窓口・電話相談事業） 

 Ｈ21 年度5151件 

 Ｈ22 年度4573件 

 Ｈ23 年度4600件（見込み） 

●介護する家族のつどい 

 Ｈ21 年度 2 回17人 

 Ｈ22 年度 2 回25人 

 Ｈ23 年度 2 回25人（見込み） 

●講座 

認知症高齢者を介護する家族のための講座 

 Ｈ21 年度 実 17 人/延 39 人 

 Ｈ22 年度 実 11 人/延 26 人 

 Ｈ23 年度 実 20 人/延 41 人 

  

 

高齢者の健康や医療、介護・福祉など様々な点

から相談を受ける窓口として、高齢者支援課や高

齢者支援センターを広く周知することができた。

相談数が年々増加してきており、地域の窓口とし

て認知されてきている。 

 

（今後、より高齢化が進み相談体制の必要性がま

すます高まってくることから、引き続き実施す

る。） 



16 

№ 
施策・事業名 

(ライフステージ別) 
計画の概要 平成 23 年度までの取り組み 評価、課題及び今後の方向性 

  ⑥ 高齢者の自立や健康

維持、高齢者を支え

る家族や地域の相談

が気軽に行なえる場

をつくる 

（続き） 

介護と上手につきあう講座 

 Ｈ21 年度 3 回42人 

 Ｈ22 年度 3 回47人 

 Ｈ23 年度 3 回34人（見込み） 

高齢者支援センター（相談総件数） 

 Ｈ21 年度16837 件 

 Ｈ22 年度19577 件 

 Ｈ23 年度20000 件 

 

⑦ 要介護状態にならな

いための事業実施 

●二次予防事業対象（特定高齢者数） 

 Ｈ21 年度51人 

 Ｈ22 年度75人 

 Ｈ23 年度95人(見込み) 

●機能訓練教室 

 Ｈ21 年度 実 5人/延242 人 

 Ｈ22 年度 実 8人/延173 人 

 Ｈ23 年度 実 10 人/延 300人（見込み） 

●水中運動教室（Ｈ22年度より） 

 Ｈ22 年度 実５人/延 51 人 

 Ｈ23 年度 実 10 人/延 120人（見込み） 

●健康運動教室 

 Ｈ21 年度 実 9人/延184 人 

 Ｈ22 年度 実 6人/延60 人 

 Ｈ23 年度 実 10 人/延 100人（見込み） 

●口腔ケア事業 

 Ｈ21 年度 0 人 

 Ｈ22 年度 実 2人/延5 人 

 Ｈ23 年度 実 3人/延9 人（見込み） 

 

 

 

利用数は伸びてきている。 

 

（参加率を高める取り組みを行ないながら、引き

続き実施する。） 
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№ 
施策・事業名 

(ライフステージ別) 
計画の概要 平成 23 年度までの取り組み 評価、課題及び今後の方向性 

  ⑦ 要介護状態にならな

いための事業実施 

（続き） 

●生きがいデイサービス事業 

 Ｈ21 年度延1723 人 

 Ｈ22 年度延1546 人 

 Ｈ23 年度延1725 人（見込み） 

●訪問指導（二次予防事業対象者で訪問指導の該

当者） Ｈ21～23 年度0 人 

 

⑧ 行政や地域の連携で

高齢者の健康維持と

自立を支える 

●認知症キャラバンメイト 

  20 人。Ｈ18年度からの認知症サポーター講

座 63回、総サポーター数 2192 人。 

●地域ケア会議など 

地域ケア会議等により、少しずつ関係機関との

横のつながりができつつある。 

 

（引き続き実施する。認知症等の地域での支えあ

い体制や閉じこもり予防、孤立化しないような地

域の見守り体制と連携のあり方について、地域関

係者や関係機関と情報交換、検討を継続的に行な

っていく。） 


